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�愛媛県条例第３１号
愛媛県議会議員及び愛媛県知事の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年７月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県議会議員及び愛媛県知事の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県議会議員及び愛媛県知事の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例（平成６年愛媛県条例第２４号）の一部を次のように改正

する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第３２号
愛媛県県税賦課徴収条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年７月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県県税賦課徴収条例の一部を改正する条例

愛媛県県税賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条例第２１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この条例は、公職選挙法（昭和２５年法律第１００号。以下

「法」という。）第１４１条第８項、第１４２条第１１項及び第１４３条第

１５項の規定に基づき、愛媛県議会議員及び愛媛県知事の選挙にお

ける法第１４１条第１項の自動車（以下「選挙運動用自動車」とい

う。）の使用並びに法第１４２条第１項第３号のビラ（愛媛県知事

の選挙の場合に限る。以下「選挙運動用ビラ」という。）並びに

法第１４３条第１項第４号の３の個人演説会告知用ポスター（愛媛

県知事の選挙の場合に限る。）及び同項第５号のポスター（以下

「選挙運動用ポスター」という。）の作成の公費負担に関し必要

な事項を定めるものとする。

（趣旨）

第１条 この条例は、公職選挙法（昭和２５年法律第１００号。以下

「法」という。）第１４１条第８項、第１４２条第１１項及び第１４３条第

１５項の規定に基づき、愛媛県議会議員及び愛媛県知事の選挙にお

ける法第１４１条第１項の自動車（以下「選挙運動用自動車」とい

う。）の使用並びに法第１４２条第１項第３号のビラ（愛媛県知事

の選挙の場合に限る。以下「選挙運動用ビラ」という。）並びに

法第１４３条第１項第４号の２の個人演説会告知用ポスター（愛媛

県知事の選挙の場合に限る。）及び同項第５号のポスター（以下

「選挙運動用ポスター」という。）の作成の公費負担に関し必要

な事項を定めるものとする。
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改 正 後 改 正 前

（県民税の納税義務者等）

第１２条 県民税は、第１号に掲げる者に対しては均等割額及び前年

の所得について算定した総所得金額、退職所得金額又は山林所得

金額を課税標準とする所得割額の合算額によつて、第３号に掲げ

る者に対しては均等割額及び法人税額又は個別帰属法人税額を課

税標準とする法人税割額の合算額によつて、第２号及び第４号に

掲げる者に対しては均等割額によつて、第４号の２に掲げる者に

対しては法人税割額によつて、第５号に掲げる者に対しては支払

を受けるべき利子等の額を課税標準とする利子割額によつて、第

６号に掲げる者に対しては支払を受けるべき特定配当等の額を課

税標準とする配当割額によつて、第７号に掲げる者に対しては特

定株式等譲渡所得金額を課税標準とする株式等譲渡所得割額によ

つて課する。

�～�の２ 省略

� 利子等の支払又はその取扱いをする者の営業所等で県内に所

在するものを通じて利子等の支払を受ける個人

� 省略

� 特定株式等譲渡対価等

の支払を受

ける個人で当該特定株式等譲渡対価等

の支払を受けるべき日の属する年の１月１日現在にお

いて住所を有するもの

２・３ 省略

（県民税の配当割の特別徴収義務者）

第１７条の５ 特定配当等の支払を受けるべき日現在において県内に

住所を有する個人に対して特定配当等の支払をする者（当該特定

配当等が法第７１条の２９に規定する国外特定配当等（次条において

「国外特定配当等」という。）、法第７１条の３１第１項 に規定す

る上場株式等の配当等（次条において「上場株式等の配当等」と

いう。）又は同項に規定する償還金に係る差益金額（次条におい

て「償還金に係る差益金額」という。）である場合にあつては、

その支払を取り扱う者）は、県民税の配当割についての特別徴収

義務者とする。

（県民税の配当割の特別徴収及び申告納入）

第１７条の６ 県民税の配当割の特別徴収義務者は、特定配当等の支

払の際（特別徴収義務者が国外特定配当等、上場株式等 の配当

等又は償還金に係る差益金額の支払を取り扱う者である場合に

は、当該取扱いに係る国外特定配当等、上場株式等 の配当等又

は償還金に係る差益金額の交付の際）、その特定配当等について

配当割を徴収しなければならない。

２ 省略

（県民税の株式等譲渡所得割の特別徴収義務者）

第１７条の７ 法第２３条第１項第１６号に規定する選択口座が開設され

（県民税の納税義務者等）

第１２条 県民税は、第１号に掲げる者に対しては均等割額及び前年

の所得について算定した総所得金額、退職所得金額又は山林所得

金額を課税標準とする所得割額の合算額によつて、第３号に掲げ

る者に対しては均等割額及び法人税額又は個別帰属法人税額を課

税標準とする法人税割額の合算額によつて、第２号及び第４号に

掲げる者に対しては均等割額によつて、第４号の２に掲げる者に

対しては法人税割額によつて、第５号に掲げる者に対しては支払

を受けるべき利子等の額を課税標準とする利子割額によつて、第

６号に掲げる者に対しては支払を受けるべき特定配当等の額を課

税標準とする配当割額によつて、第７号に掲げる者に対しては特

定株式等譲渡所得金額を課税標準とする株式等譲渡所得割額によ

つて課する。

�～�の２ 省略

� 利子等の支払又はその取扱いをする者の営業所等で県内に所

在するものを通じて利子等の支払を受ける者

� 省略

� 法第２４条第１項第７号に規定する選択口座（以下県民税につ

いて「選択口座」という。）に係る同号に規定する特定口座内

保管上場株式等（以下県民税について「特定口座内保管上場株

式等」という。）の同号に規定する譲渡（以下県民税の株式等

譲渡所得割について「譲渡」という。）の対価又は当該選択口

座において処理された同号に規定する上場株式等（以下県民税

の株式等譲渡所得割について「上場株式等」という。）の同号

に規定する信用取引等（以下県民税について「信用取引等」と

いう。）に係る同号に規定する差金決済（以下県民税について

「差金決済」という。）に係る差益に相当する金額の支払を受

ける個人で当該譲渡の対価又は当該差金決済に係る差益に相当

する金額の支払を受けるべき日の属する年の１月１日現在にお

いて住所を有するもの

２・３ 省略

（県民税の配当割の特別徴収義務者）

第１７条の５ 特定配当等の支払を受けるべき日現在において県内に

住所を有する個人に対して特定配当等の支払をする者（当該特定

配当等が法第７１条の２９に規定する国外特定配当等（次条において

「国外特定配当等」という。）又は法第７１条の３１第１項に規定す

る上場株式等の配当等（次条において「上場株式等の配当等」と

いう。）

である場合にあつては、

その支払を取り扱う者）は、県民税の配当割についての特別徴収

義務者とする。

（県民税の配当割の特別徴収及び申告納入）

第１７条の６ 県民税の配当割の特別徴収義務者は、特定配当等の支

払の際（特別徴収義務者が国外特定配当等又は上場株式等の配当

等 の支払を取り扱う者である場合に

は、当該取扱いに係る国外特定配当等又は上場株式等の配当等

の交付の際）、その特定配当等について

配当割を徴収しなければならない。

２ 省略

（県民税の株式等譲渡所得割の特別徴収義務者）

第１７条の７ 選択口座が開設され
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ている租税特別措置法第３７条の１１の３第３項第１号に規定する金

融商品取引業者等で特定株式等譲渡対価等

の支払を

受けるべき日の属する年の１月１日現在において県内に住所を有

する個人に対して当該特定株式等譲渡対価等

の支払をするものは、県民税の株式等譲渡所得割に

ついての特別徴収義務者とする。

（県民税の株式等譲渡所得割の特別徴収及び申告納入）

第１７条の８ 県民税の株式等譲渡所得割の特別徴収義務者は、特定

株式等譲渡対価等

の支払をする際、株式等譲渡所得割を徴収しなけ

ればならない。

２ 省略

（不動産取得税の納税義務者等）

第１９条 省略

２～６ 省略

７ 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）による土地区画整理

事業（農住組合法（昭和５５年法律第８６号）第８条第１項の規定に

より土地区画整理法の規定が適用される農住組合法第７条第１項

第１号の事業及び密集市街地における防災街区の整備の促進に関

する法律（平成９年法律第４９号）第４６条第１項の規定により土地

区画整理法の規定が適用される密集市街地における防災街区の整

備の促進に関する法律第４５条第１項第１号の事業を含む。次項に

おいて同じ。）又は土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）による

土地改良事業

の施行に係る土地について法令の定めるところによつて

仮換地又は一時利用地（以下この項において「仮換地等」とい

う。）の指定があつた場合において、当該仮換地等である土地に

ついて使用し、又は収益することができることとなつた日以後に

当該仮換地等である土地に対応する従前の土地（以下この項にお

いて「従前の土地」という。）の取得があつたときは、当該従前

の土地の取得をもつて当該仮換地等である土地の取得とみなし、

当該従前の土地の取得者を取得者とみなして、不動産取得税を課

する。

８ 省略

（ゴルフ場利用税の電磁的記録による保存等の承認）

第３３条の３ 前条第１項又は第２項の承認については、法第７５０条

（第５項を除く。）、第７５１条及び第７５３条（これらの規定を法第

７５４条において準用する場合を含む。）の規定の例による。

附 則

（公益法人等に係る県民税の課税の特例）

第４条の３ 当分の間、租税特別措置法第４０条第３項後段（同条第

６項から第１０項までの規定によりみなして適用する場合を含

む。）の規定の適用を受けた同条第３項に規定する公益法人等

（同条第６項から第１０項までの規定により特定贈与等に係る公益

法人等とみなされる法人を含む。）を同条第３項に規定する贈与

ている租税特別措置法第３７条の１１の３第３項第１号に規定する金

融商品取引業者等で当該選択口座に係る特定口座内保管上場株式

等の譲渡の対価又は当該選択口座において処理された上場株式等

の信用取引等に係る差金決済に係る差益に相当する金額の支払を

受けるべき日の属する年の１月１日現在において県内に住所を有

する個人に対して当該譲渡の対価又は当該差金決済に係る差益に

相当する金額の支払をするものは、県民税の株式等譲渡所得割に

ついての特別徴収義務者とする。

（県民税の株式等譲渡所得割の特別徴収及び申告納入）

第１７条の８ 県民税の株式等譲渡所得割の特別徴収義務者は、当該

特別徴収義務者が開設している選択口座においてその年中に行わ

れた法第７１条の５１第２項に規定する対象譲渡等により特定株式等

譲渡所得金額が生じたときは、同項に規定する当該譲渡の対価等

に相当する金額の支払をする際、株式等譲渡所得割を徴収しなけ

ればならない。

２ 省略

（不動産取得税の納税義務者等）

第１９条 省略

２～６ 省略

７ 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）による土地区画整理

事業（農住組合法（昭和５５年法律第８６号）第８条第１項の規定に

より土地区画整理法の規定が適用される農住組合法第７条第１項

第１号の事業及び密集市街地における防災街区の整備の促進に関

する法律（平成９年法律第４９号）第４６条第１項の規定により土地

区画整理法の規定が適用される密集市街地における防災街区の整

備の促進に関する法律第４５条第１項第１号の事業を含む。次項に

おいて同じ。）又は土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）による

土地改良事業（独立行政法人森林総合研究所が独立行政法人森林

総合研究所法（平成１１年法律第１９８号）附則第９条第１項又は第

１１条第１項の規定により行う旧独立行政法人緑資源機構法（平成

１４年法律第１３０号）第１１条第１項第７号イの事業又は旧農用地整

備公団法（昭和４９年法律第４３号）第１９条第１項第１号イの事業を

含む。）の施行に係る土地について法令の定めるところによつて

仮換地又は一時利用地（以下この項において「仮換地等」とい

う。）の指定があつた場合において、当該仮換地等である土地に

ついて使用し、又は収益することができることとなつた日以後に

当該仮換地等である土地に対応する従前の土地（以下この項にお

いて「従前の土地」という。）の取得があつたときは、当該従前

の土地の取得をもつて当該仮換地等である土地の取得とみなし、

当該従前の土地の取得者を取得者とみなして、不動産取得税を課

する。

８ 省略

（ゴルフ場利用税の電磁的記録による保存等の承認）

第３３条の３ 前条第１項又は第２項の承認については、法第７５０条

（第６項を除く。）、第７５１条及び第７５３条（これらの規定を法第

７５４条において準用する場合を含む。）の規定の例による。

附 則

（公益法人等に係る県民税の課税の特例）

第４条の３ 当分の間、租税特別措置法第４０条第３項後段（同条第

６項から第９項までの規定によりみなして適用する場合を含

む。）の規定の適用を受けた同条第３項に規定する公益法人等

（同条第６項から第９項までの規定により特定贈与等に係る公益

法人等とみなされる法人を含む。）を同条第３項に規定する贈与

愛 媛 県 報平成２５年７月１２日 第２４８６号外１

３



又は遺贈を行つた個人とみなして、令附則第３条の２の３第１項

に規定するところにより、これに同法第４０条第３項に規定する財

産（同条第６項から第１０項までの規定により特定贈与等に係る財

産とみなされる資産を含む。）に係る山林所得の金額、譲渡所得

の金額又は雑所得の金額に係る県民税の所得割を課する。

（個人の県民税の税額控除の特例）

第５条 当分の間、３５万円に県民税の所得割の納税義務者の控除対

象配偶者及び扶養親族の数に１を加えた数を乗じて得た金額（そ

の者が控除対象配偶者又は扶養親族を有する場合には、当該金額

に３２万円を加算した金額）が、第１号に掲げる額から第２号に掲

げる額と第３号に掲げる額との合計額を控除した金額を超えるこ

ととなるときは、当該超える金額に第２号に掲げる額を同号に掲

げる額と第３号に掲げる額との合計額で除して得た数値を乗じて

得た金額を、当該納税義務者の第１３条及び第１４条の規定を適用し

た場合の所得割の額から控除するものとする。

�・� 省略

� 当該納税義務者の法第３１４条の３、第３１４条の６から第３１４条

の８まで、附則第５条第３項、附則第５条の４第６項、附則第

５条の４の２第６項及び附則第５条の５第２項の規定に係る市

町の条例の規定を適用して計算した場合の所得割の額

２ 省略

（個人の県民税の住宅借入金等特別税額控除）

第７条の４ 平成２０年度から平成２８年度までの各年度分の個人の県

民税に限り、所得割の納税義務者が前年分の所得税につき租税特

別措置法第４１条又は第４１条の２の２の規定の適用を受けた場合

（同法第４１条第１項に規定する居住年（次条及び附則第７条の４

の３において「居住年」という。）が平成１１年から平成１８年まで

の各年である場合に限る。）においては、法附則第５条の４第１

項に規定するところにより控除すべき額（第３項において「県民

税の住宅借入金等特別税額控除額」という。）を、当該納税義務

者の第１３条及び第１４条の規定を適用した場合の所得割の額から控

除するものとする。

２・３ 省略

第７条の４の２ 平成２２年度から平成３９年度までの各年度分の個人

の県民税に限り、所得割の納税義務者が前年分の所得税につき租

税特別措置法第４１条又は第４１条の２の２の規定の適用を受けた場

合（居住年が平成１１年から平成１８年まで又は平成２１年から平成２９

年までの各年である場合に限る。）において、前条第１項の規定

の適用を受けないときは、法附則第５条の４の２第１項に規定す

るところにより控除すべき額を、当該納税義務者の第１３条及び第

１４条の規定を適用した場合の所得割の額から控除するものとす

る。

２・３ 省略

４ 県民税の所得割の納税義務者が、居住年が平成２６年から平成２９

年までであつて、かつ、租税特別措置法第４１条第３項第２号に規

定する特定取得に該当する同条第１項に規定する住宅の取得等に

係る同項に規定する住宅借入金等の金額を有するときは、第１項

の規定の適用については、同項中「法附則第５条の４の２第１

項」とあるのは、「法附則第５条の４の２第４項の規定により読

み替えて適用される同条第１項」とする。

（東日本大震災に係る住宅借入金等特別税額控除の適用期間等の

特例）

第７条の４の３ 省略

又は遺贈を行つた個人とみなして、令附則第３条の２の３第１項

で定める ところにより、これに同法第４０条第３項に規定する財

産（同条第６項から第９項までの規定により特定贈与等に係る財

産とみなされる資産を含む。）に係る山林所得の金額、譲渡所得

の金額又は雑所得の金額に係る県民税の所得割を課する。

（個人の県民税の税額控除の特例）

第５条 当分の間、３５万円に県民税の所得割の納税義務者の控除対

象配偶者及び扶養親族の数に１を加えた数を乗じて得た金額（そ

の者が控除対象配偶者又は扶養親族を有する場合には、当該金額

に３２万円を加算した金額）が、第１号に掲げる額から第２号に掲

げる額と第３号に掲げる額との合計額を控除した金額を超えるこ

ととなるときは、当該超える金額に第２号に掲げる額を同号に掲

げる額と第３号に掲げる額との合計額で除して得た数値を乗じて

得た金額を、当該納税義務者の第１３条及び第１４条の規定を適用し

た場合の所得割の額から控除するものとする。

�・� 省略

� 当該納税義務者の法第３１４条の３、第３１４条の６から第３１４条

の８まで、附則第５条第３項、附則第５条の４第６項、附則第

５条の４の２第５項及び附則第５条の５第２項の規定に係る市

町の条例の規定を適用して計算した場合の所得割の額

２ 省略

（個人の県民税の住宅借入金等特別税額控除）

第７条の４ 平成２０年度から平成２８年度までの各年度分の個人の県

民税に限り、所得割の納税義務者が前年分の所得税につき租税特

別措置法第４１条又は第４１条の２の２の規定の適用を受けた場合

（同法第４１条第１項に規定する居住年（次条

において「居住年」という。）が平成１１年から平成１８年まで

の各年である場合に限る。）においては、法附則第５条の４第１

項に規定するところにより控除すべき額（第３項において「県民

税の住宅借入金等特別税額控除額」という。）を、当該納税義務

者の第１３条及び第１４条の規定を適用した場合の所得割の額から控

除するものとする。

２・３ 省略

第７条の４の２ 平成２２年度から平成３５年度までの各年度分の個人

の県民税に限り、所得割の納税義務者が前年分の所得税につき租

税特別措置法第４１条又は第４１条の２の２の規定の適用を受けた場

合（居住年が平成１１年から平成１８年まで又は平成２１年から平成２５

年までの各年である場合に限る。）において、前条第１項の規定

の適用を受けないときは、法附則第５条の４の２第１項に規定す

るところにより控除すべき額を、当該納税義務者の第１３条及び第

１４条の規定を適用した場合の所得割の額から控除するものとす

る。

２・３ 省略

（東日本大震災に係る住宅借入金等特別税額控除の適用期間等の

特例）

第７条の４の３ 省略
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２ 県民税の所得割の納税義務者が前年分の所得税につき震災特例

法第１３条第３項若しくは第４項又は第１３条の２第１項から第６項

までの規定の適用を受けた場合における前２条の規定の適用につ

いては、附則第７条の４第１項中「法附則第５条の４第１項」と

あるのは「法附則第４５条第２項の規定により読み替えて適用され

る法附則第５条の４第１項」と、前条第１項中「法附則第５条の

４の２第１項」とあるのは「法附則第４５条第２項の規定により読

み替えて適用される法附則第５条の４の２第１項」とし、同条第

４項の規定は、適用しない。

３ 前項の場合において、当該納税義務者が平成２６年から平成２９年

までの居住年に係る租税特別措置法第４１条第１項に規定する住宅

借入金等（居住年が平成２６年である場合には、その同項に規定す

る居住日が平成２６年４月１日から同年１２月３１日までの期間内の日

であるものに限る。）の金額を有するときは、前項の規定により

読み替えて適用される前条第１項中「法附則第４５条第２項」とあ

るのは、「法附則第４５条第３項の規定により読み替えられた、同

条第２項」とする。

（寄附金税額控除における特例控除額の特例）

第７条の５ 第１４条の２の規定の適用を受ける県民税の所得割の納

税義務者が、同条第２項第２号若しくは第３号に掲げる場合に該

当する場合又は第１３条第８項に規定する課税総所得金額、課税退

職所得金額及び課税山林所得金額を有しない場合であつて、当該

納税義務者の前年中の所得について、附則第９条の２第１項、附

則第１０条第１項、附則第１２条第１項、附則第１５条第１項、附則第

１６条第１項、附則第１６条の２第１項又は附則第１６条の４第１項の

規定の適用を受けるときは、第１４条の２第２項に規定する特例控

除額は、同項第２号及び第３号の規定にかかわらず、当該納税義

務者が前年中に支出した同条第１項第１号に掲げる寄附金の額の

合計額のうち２，０００円を超える金額に、次の各号に掲げる場合の

区分に応じ、当該各号に定める割合（当該各号に掲げる場合の２

以上に該当するときは、当該各号に定める割合のうち最も低い割

合）を乗じて得た金額の５分の２に相当する金額（当該金額が当

該納税義務者の第１３条及び第１４条の規定を適用した場合の所得割

の額の１００分の１０に相当する金額を超えるときは、当該１００分の１０

に相当する金額）とする。

�～� 省略

� 前年中の所得について附則第９条の２第１項、附則第１２条第

１項、附則第１６条第１項、附則第１６条の２第１項又は附則第１６

条の４第１項の規定の適用を受ける場合 １００分の７５

第７条の５の２ 平成２６年度から平成５０年度までの各年度分の個人

の県民税についての第１４条の２及び前条（これらの規定を次条の

規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定の適用につ

いては、第１４条の２第２項第１号の表中「１００分の８５」とあるの

は「１００分 の８４．８９５」と、「１００分 の８０」と あ る の は「１００分 の

７９．７９」と、「１００分 の７０」と あ る の は「１００分 の６９．５８」と、

「１００分の６７」とあるのは「１００分の６６．５１７」と、「１００分の５７」

と あ る の は「１００分 の５６．３０７」と、「１００分 の５０」と あ る の は

「１００分 の４９．１６」と、前 条 第３号 中「１００分 の５０」と あ る の は

「１００分 の４９．１６」と、同 条 第４号 中「１００分 の６０」と あ る の は

「１００分 の５９．３７」と、同 条 第５号 中「１００分 の７５」と あ る の は

「１００分の７４．６８５」とする。

（寄附金税額控除の対象となる寄附金の特例）

第７条の６ 租税特別措置法第４条の５第１項の規定の適用がある

２ 県民税の所得割の納税義務者が前年分の所得税につき震災特例

法第１３条第３項若しくは第４項又は第１３条の２第１項から第５項

までの規定の適用を受けた場合における前２条の規定の適用につ

いては、附則第７条の４第１項中「法附則第５条の４第１項」と

あるのは「法附則第４５条第２項の規定により読み替えて適用され

る法附則第５条の４第１項」と、前条第１項中「法附則第５条の

４の２第１項」とあるのは「法附則第４５条第２項の規定により読

み替えて適用される法附則第５条の４の２第１項」とする

。

（寄附金税額控除における特例控除額の特例）

第７条の５ 第１４条の２の規定の適用を受ける県民税の所得割の納

税義務者が、同条第２項第２号若しくは第３号に掲げる場合に該

当する場合又は第１３条第８項に規定する課税総所得金額、課税退

職所得金額及び課税山林所得金額を有しない場合であつて、当該

納税義務者の前年中の所得について、附則第９条の２第１項、附

則第１０条第１項、附則第１２条第１項、附則第１５条第１項、附則第

１６条第１項 又は附則第１６条の４第１項の

規定の適用を受けるときは、第１４条の２第２項に規定する特例控

除額は、同項第２号及び第３号の規定にかかわらず、当該納税義

務者が前年中に支出した同条第１項第１号に掲げる寄附金の額の

合計額のうち２，０００円を超える金額に、次の各号に掲げる場合の

区分に応じ、当該各号に定める割合（当該各号に掲げる場合の２

以上に該当するときは、当該各号に定める割合のうち最も低い割

合）を乗じて得た金額の５分の２に相当する金額（当該金額が当

該納税義務者の第１３条及び第１４条の規定を適用した場合の所得割

の額の１００分の１０に相当する金額を超えるときは、当該１００分の１０

に相当する金額）とする。

�～� 省略

� 前年中の所得について附則第９条の２第１項、附則第１２条第

１項、附則第１６条第１項 又は附則第１６

条の４第１項の規定の適用を受ける場合 １００分の７５

（寄附金税額控除の対象となる寄附金の特例）

第７条の６ 租税特別措置法第４条の５第１項の規定の適用がある
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場合における第１４条の２及び附則第７条の５の規定の適用につい

ては、第１４条の２第１項中「次に掲げる寄附金」とあるのは「次

に掲げる寄附金（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４条

の５第１項の規定の適用を受けた同項に規定する利子等の金額の

うち当該寄附金の支出に充てられたものとして地方税法施行令

（昭和２５年政令第２４５号。以下「令」という。）附則第４条の５

第１項に規定するところにより計算した金額に相当する部分を除

く。）」と、「第１号に掲げる寄附金」とあるのは「第１号に掲

げる寄附金（同法第４条の５第１項の規定の適用を受けた同項に

規定する利子等の金額のうち当該寄附金の支出に充てられたもの

として令附則第４条の５第１項に規定するところにより計算した

金額に相当する部分を除く。）」と、同項第２号中「地方税法施

行令（昭和２５年政令第２４５号。以下「令」という。）」とあるの

は「令」と、同項第３号中「租税特別措置法（昭和３２年法律第２６

号）」とあるのは「租税特別措置法」と、同条第２項及び附則第

７条の５中「掲げる寄附金」とあるのは「掲げる寄附金（租税特

別措置法第４条の５第１項の規定の適用を受けた同項に規定する

利子等の金額のうち当該寄附金の支出に充てられたものとして令

附則第４条の５第１項に規定するところにより計算した金額に相

当する部分を除く。）」とする。

（上場株式等に係る配当所得等に係る県民税の課税の特例）

第９条の２ 当分の間、県民税の所得割の納税義務者が前年中に法

附則第３３条の２第１項に規定する上場株式等の配当等（以下この

項 において「上場株式等の配当等」という。）を有する

場合に

は、当該上場株式等の配当等に係る利子所得及び配当所得に

ついては、第１２条及び第１３条の規定にかかわらず、他の所得と区

分し、前年中の法附則第３３条の２第１項に規定する上場株式等に

係る配当所得等の金額に対し、同項に規定する上場株式等に係る

課税配当所得等の金額の１００分の２に相当する金額に相当する県

民税の所得割を課する。この場合において、当該上場株式等の配

当等に係る配当所得については、附則第７条第１項の規定は、適

用しない。

２ 前項の規定のうち、法附則第３３条の２第２項に規定する特定上

場株式等の配当等（以下この項において「特定上場株式等の配当

等」という。）に係る配当所得に係る部分は、県民税の所得割の

納税義務者が当該特定上場株式等の配当等の支払を受けるべき年

の翌年の４月１日の属する年度分の県民税について当該特定上場

株式等の配当等に係る配当所得につき前項の規定の適用を受けよ

うとする旨の記載のある法第３２条第１３項に規定する申告書を提出

した場合に限り適用するものとし、県民税の所得割の納税義務者

が前年中に支払を受けるべき特定上場株式等の配当等に係る配当

所得 について第１２条及び第１３条の規定の適用を受けた場合

には、当該納税義務者が前年中に支払を受けるべき他の特定上場

株式等の配当等に係る配当所得については、前項の規定は、適用

しない。

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ

る。

� 第１４条から第１６条まで、附則第７条第１項、附則第７条の４

第１項、附則第７条の４の２第１項及び附則第７条の５の規定

場合における第１４条の２及び前条 の規定の適用につい

ては、第１４条の２第１項中「次に掲げる寄附金」とあるのは「次

に掲げる寄附金（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４条

の５第１項の規定の適用を受けた同項に規定する利子等の金額の

うち当該寄附金の支出に充てられたものとして地方税法施行令

（昭和２５年政令第２４５号。以下「令」という。）で定める

ところにより計算した金額に相当する部分を除

く。）」と、「第１号に掲げる寄附金」とあるのは「第１号に掲

げる寄附金（同項 の規定の適用を受けた同項に

規定する利子等の金額のうち当該寄附金の支出に充てられたもの

として令で定める ところにより計算した

金額に相当する部分を除く。）」と、同項第２号中「地方税法施

行令（昭和２５年政令第２４５号。以下「令」という。）」とあるの

は「令」と、同項第３号中「租税特別措置法（昭和３２年法律第２６

号）」とあるのは「租税特別措置法」と、同条第２項及び前条

中「掲げる寄附金」とあるのは「掲げる寄附金（租税特

別措置法第４条の５第１項の規定の適用を受けた同項に規定する

利子等の金額のうち当該寄附金の支出に充てられたものとして令

で定める ところにより計算した金額に相

当する部分を除く。）」とする。

（上場株式等に係る配当所得 に係る県民税の課税の特例）

第９条の２ 当分の間、県民税の所得割の納税義務者が前年中に法

附則第３３条の２第１項に規定する上場株式等の配当等（以下この

項及び次項において「上場株式等の配当等」という。）を有する

場合において、当該上場株式等の配当等の支払を受けるべき年の

翌年の４月１日の属する年度分の県民税について当該上場株式等

の配当等に係る配当所得につきこの項の規定の適用を受けようと

する旨の記載のある法第３２条第１３項に規定する申告書を提出した

ときは、当該上場株式等の配当等に係る 配当所得に

ついては、第１２条及び第１３条の規定にかかわらず、他の所得と区

分し、前年中の法附則第３３条の２第１項に規定する上場株式等に

係る配当所得 の金額に対し、同項に規定する上場株式等に係る

課税配当所得 の金額の１００分の２に相当する金額に相当する県

民税の所得割を課する。この場合において、当該上場株式等の配

当等に係る配当所得については、附則第７条第１項の規定は、適

用しない。

２

県民税の所得割の納税義務者

が前年中に支払を受けるべき上場株式等 の配当等に係る配当

所得の金額について第１２条及び第１３条の規定の適用を受けた場合

には、当該納税義務者が前年中に支払を受けるべき他の上場株式

等 の配当等に係る配当所得については、前項の規定は、適用

しない。

３ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ

る。

� 第１４条から第１６条まで、附則第７条第１項、附則第７条の４

第１項、附則第７条の４の２第１項及び附則第７条の５の規定
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の適用については、第１４条、附則第７条の４第１項及び附則第

７条の４の２第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額

並びに附則第９条の２第１項の規定による県民税の所得割の

額」と、第１４条の２第１項中「山林所得金額」とあるのは「山

林所得金額並びに附則第９条の２第１項に規定する上場株式等

に係る配当所得等の金額」と、同項前段、第１５条及び第１６条中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第９条の２第

１項の規定による県民税の所得割の額」と、同項後段中「所得

割の額」とあるのは「所得割の額及び同項の規定による県民税

の所得割の額の合計額」と、第１４条の２第２項中「所得割の

額」とあるのは「所得割の額及び附則第９条の２第１項の規定

による県民税の所得割の額の合計額」と、附則第７条第１項中

「配当等に係るもの」とあるのは「配当等に係るもの及び附則

第９条の２第１項に規定する上場株式等の配当等に係る配当所

得（同条第２項に規定する特定上場株式等の配当等に係る配当

所得については同項の規定により同条第１項の規定の適用を受

けようとするものに限る。）」と、「所得割の額」とあるのは

「所得割の額並びに同項の規定による県民税の所得割の額」

と、同項各号中「課税総所得金額」とあるのは「課税総所得金

額及び附則第９条の２第１項に規定する上場株式等に係る課税

配当所得等の金額の合計額」と、附則第７条の５中「所得割の

額」とあるのは「所得割の額並びに附則第９条の２第１項の規

定による県民税の所得割の額の合計額」とする。

� 附則第５条第１項の規定の適用については、同項中「適用し

た場合の所得割の額」とあるのは「適用した場合の所得割の額

並びに附則第９条の２第１項の規定による県民税の所得割の

額」と、同項第１号中「山林所得金額」とあるのは「山林所得

金額並びに附則第９条の２第１項に規定する上場株式等に係る

配当所得等の金額」と、同項第２号中「所得割の額」とあるの

は「所得割の額並びに附則第９条の２第１項の規定による県民

税の所得割の額」と、同項第３号中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額並びに法附則第３３条の２第５項の規定に係る市町

の条例の規定による市町村民税の所得割の額」とする。

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡

所得に係る県民税の課税の特例）

第１３条 省略

２ 省略

３ 第１項（前項において準用する場合を含む。）の場合におい

て、所得割の納税義務者が、その有する土地等につき、租税特別

措置法第３３条から第３３条の４まで、第３４条から第３５条の２まで、

第３６条の２、第３６条の５、第３７条、第３７条の４から第３７条の７ま

で、第３７条の９の４又は第３７条の９の５ の規定の適用を受

けるときは、当該土地等の譲渡は、法附則第３４条の２第１項に規

定する優良住宅地等のための譲渡又は同条第２項に規定する確定

優良住宅地等予定地のための譲渡に該当しないものとみなす。

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る県民税の課税の特例）

第１６条 当分の間、県民税の所得割の納税義務者が前年中に租税特

別措置法第３７条の１０第１項に規定する一般株式等に係る譲渡所得

等を有する場合には、当該一般株式等に係る譲渡所得等について

は、第１２条及び第１３条の規定にかかわらず、他の所得と区分し、

前年中の法附則第３５条の２第１項に規定する一般株式等に係る譲

渡所得等の金額に対し、同項に規定する一般株式等に係る課税譲

渡所得等の金額の１００分の２に相当する金額に相当する県民税の

の適用については、第１４条、附則第７条の４第１項及び附則第

７条の４の２第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額

並びに附則第９条の２第１項の規定による県民税の所得割の

額」と、第１４条の２第１項中「山林所得金額」とあるのは「山

林所得金額並びに附則第９条の２第１項に規定する上場株式等

に係る配当所得 の金額」と、同項前段、第１５条及び第１６条中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第９条の２第

１項の規定による県民税の所得割の額」と、同項後段中「所得

割の額」とあるのは「所得割の額及び同項の規定による県民税

の所得割の額の合計額」と、第１４条の２第２項中「所得割の

額」とあるのは「所得割の額及び附則第９条の２第１項の規定

による県民税の所得割の額の合計額」と、附則第７条第１項中

「配当等に係るもの」とあるのは「配当等に係るもの及び附則

第９条の２第１項に規定する上場株式等の配当等に係る配当所

得（同項

の規定の適用を受

けようとするものに限る。）」と、「所得割の額」とあるのは

「所得割の額並びに同項の規定による県民税の所得割の額」

と、同項各号中「課税総所得金額」とあるのは「課税総所得金

額及び附則第９条の２第１項に規定する上場株式等に係る課税

配当所得 の金額の合計額」と、附則第７条の５中「所得割の

額」とあるのは「所得割の額並びに附則第９条の２第１項の規

定による県民税の所得割の額の合計額」とする。

� 附則第５条第１項の規定の適用については、同項中「適用し

た場合の所得割の額」とあるのは「適用した場合の所得割の額

並びに附則第９条の２第１項の規定による県民税の所得割の

額」と、同項第１号中「山林所得金額」とあるのは「山林所得

金額並びに附則第９条の２第１項に規定する上場株式等に係る

配当所得 の金額」と、同項第２号中「所得割の額」とあるの

は「所得割の額並びに附則第９条の２第１項の規定による県民

税の所得割の額」と、同項第３号中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額並びに法附則第３３条の２第５項の規定に係る市町

の条例の規定による市町村民税の所得割の額」とする。

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡

所得に係る県民税の課税の特例）

第１３条 省略

２ 省略

３ 第１項（前項において準用する場合を含む。）の場合におい

て、所得割の納税義務者が、その有する土地等につき、租税特別

措置法第３３条から第３３条の４まで、第３４条から第３５条の２まで、

第３６条の２、第３６条の５、第３７条、第３７条の４から第３７条の７ま

で又は第３７条の９の２から第３７条の９の５までの規定の適用を受

けるときは、当該土地等の譲渡は、法附則第３４条の２第１項に規

定する優良住宅地等のための譲渡又は同条第２項に規定する確定

優良住宅地等予定地のための譲渡に該当しないものとみなす。

（株式等 に係る譲渡所得等に係る県民税の課税の特例）

第１６条 当分の間、県民税の所得割の納税義務者が前年中に租税特

別措置法第３７条の１０第１項に規定する株式等 に係る譲渡所得

等を有する場合には、当該株式等 に係る譲渡所得等について

は、第１２条及び第１３条の規定にかかわらず、他の所得と区分し、

前年中の法附則第３５条の２第１項に規定する株式等 に係る譲

渡所得等の金額に対し、同項に規定する株式等 に係る課税譲

渡所得等の金額の１００分の２に相当する金額に相当する県民税の
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所得割を課する。

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。

� 第１４条から第１６条まで、附則第７条第１項、附則第７条の４

第１項、附則第７条の４の２第１項及び附則第７条の５の規定

の適用については、第１４条、附則第７条第１項、附則第７条の

４第１項及び附則第７条の４の２第１項中「所得割の額」とあ

るのは「所得割の額並びに附則第１６条第１項の規定による県民

税の所得割の額」と、第１４条の２第１項中「山林所得金額」と

あるのは「山林所得金額並びに附則第１６条第１項に規定する一

般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、同項前段、第１５条及び

第１６条中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第１６

条第１項の規定による県民税の所得割の額」と、同項後段中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び同項の規定による

県民税の所得割の額の合計額」と、第１４条の２第２項中「所得

割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第１６条第１項の規定

による県民税の所得割の額の合計額」と、附則第７条第１項各

号中「課税総所得金額」とあるのは「課税総所得金額及び附則

第１６条第１項に規定する一般株式等に係る課税譲渡所得等の金

額の合計額」と、附則第７条の５中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額並びに附則第１６条第１項の規定による県民税の所

得割の額の合計額」とする。

� 附則第５条第１項の規定の適用については、同項中「適用し

た場合の所得割の額」とあるのは「適用した場合の所得割の額

並びに附則第１６条第１項の規定による県民税の所得割の額」

と、同項第１号中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額

並びに附則第１６条第１項に規定する一般株式等に係る譲渡所得

等の金額」と、同項第２号中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額並びに附則第１６条第１項の規定による県民税の所得割の

額」と、同項第３号中「所得割の額」とあるのは「所得割の額

並びに法附則第３５条の２第５項の規定に係る市町の条例の規定

による市町村民税の所得割の額」とする。

（上場株式等に係る譲渡所得等に係る県民税の課税の特例）

第１６条の２ 当分の間、県民税の所得割の納税義務者が前年中に租

税特別措置法第３７条の１１第１項に規定する上場株式等に係る譲渡

所得等を有する場合には、当該上場株式等に係る譲渡所得等につ

いては、第１２条及び第１３条の規定にかかわらず、他の所得と区分

し、前年中の法附則第３５条の２の２第１項に規定する上場株式等

に係る譲渡所得等の金額に対し、同項に規定する上場株式等に係

る課税譲渡所得等の金額の１００分の２に相当する金額に相当する

県民税の所得割を課する。

２ 前条第２項の規定は、前項の規定の適用がある場合について準

用する。この場合において、同条第２項中「附則第１６条第１項」

とあるのは「附則第１６条の２第１項」と、「一般株式等」とある

のは「上場株式等」と、「法附則第３５条の２第５項」とあるのは

「法附則第３５条の２の２第５項」と読み替えるものとする。

（東日本大震災に係る被災居住用財産の敷地に係る譲渡期限の延

長等の特例）

第１６条の６ その有していた家屋でその居住の用に供していたもの

が東日本大震災により滅失（震災特例法第１１条の６第１項に規定

する滅失をいう。以下この項及び次項において同じ。）をしたこ

とによつてその居住の用に供することができなくなつた県民税の

所得割の納税義務者が、当該滅失をした当該家屋の敷地の用に供

されていた土地等（同条第１項に規定する土地等をいう。次項に

所得割を課する。

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。

� 第１４条から第１６条まで、附則第７条第１項、附則第７条の４

第１項、附則第７条の４の２第１項及び附則第７条の５の規定

の適用については、第１４条、附則第７条第１項、附則第７条の

４第１項及び附則第７条の４の２第１項中「所得割の額」とあ

るのは「所得割の額並びに附則第１６条第１項の規定による県民

税の所得割の額」と、第１４条の２第１項中「山林所得金額」と

あるのは「山林所得金額並びに附則第１６条第１項に規定する株

式等 に係る譲渡所得等の金額」と、同項前段、第１５条及び

第１６条中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第１６

条第１項の規定による県民税の所得割の額」と、同項後段中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び同項の規定による

県民税の所得割の額の合計額」と、第１４条の２第２項中「所得

割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第１６条第１項の規定

による県民税の所得割の額の合計額」と、附則第７条第１項各

号中「課税総所得金額」とあるのは「課税総所得金額及び附則

第１６条第１項に規定する株式等 に係る課税譲渡所得等の金

額の合計額」と、附則第７条の５中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額並びに附則第１６条第１項の規定による県民税の所

得割の額の合計額」とする。

� 附則第５条第１項の規定の適用については、同項中「適用し

た場合の所得割の額」とあるのは「適用した場合の所得割の額

並びに附則第１６条第１項の規定による県民税の所得割の額」

と、同項第１号中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額

並びに附則第１６条第１項に規定する株式等 に係る譲渡所得

等の金額」と、同項第２号中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額並びに附則第１６条第１項の規定による県民税の所得割の

額」と、同項第３号中「所得割の額」とあるのは「所得割の額

並びに法附則第３５条の２第６項の規定に係る市町の条例の規定

による市町村民税の所得割の額」とする。

第１６条の２ 削除

（東日本大震災に係る被災居住用財産の敷地に係る譲渡期限の延

長 の特例）

第１６条の６ その有していた家屋でその居住の用に供していたもの

が東日本大震災により滅失（震災特例法第１１条の６第１項に規定

する滅失をいう。以下この項 において同じ。）をしたこ

とによつてその居住の用に供することができなくなつた県民税の

所得割の納税義務者が、当該滅失をした当該家屋の敷地の用に供

されていた土地又は当該土地の上に存する権利
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おいて同じ。）の譲渡（震災特例法第１１条の４第６項に規定する

譲渡をいう。次項において同じ。）をした場合には、附則第７条

の４第１項中「法附則第５条の４第１項」とあるのは「法附則第

４４条の２第１項の規定により読み替えて適用される法附則第５条

の４第１項」と、附則第１２条第１項中「第３項まで」とあるのは

「第３項まで（法附則第４４条の２第１項の規定により適用される

場合を含む。）」と、附則第１３条第３項中「第３５条の２まで、第

３６条の２、第３６条の５」とあるのは「第３４条の３まで、第３５条

（震災特例法第１１条の６第１項の規定により適用される場合を含

む。）、第３５条の２、第３６条の２若しくは第３６条の５（これらの

規定が震災特例法第１１条の６第１項の規定により適用される場合

を含む。）」と、附則第１４条中「租税特別措置法第３１条の３第１

項」とあるのは「震災特例法第１１条の６第１項の規定により適用

される租税特別措置法第３１条の３第１項」と、附則第１５条第１項

中「第４項」とあるのは「第４項（法附則第４４条の２第１項の規

定により適用される場合を含む。）」として、附則第７条の４又

は附則第１２条から附則第１５条までの規定を適用する。

２ その有していた家屋でその居住の用に供していたものが東日本

大震災により滅失をしたことによつてその居住の用に供すること

ができなくなつた県民税の所得割の納税義務者（以下この項にお

いて「被相続人」という。）の相続人（震災特例法第１１条の６第

２項に規定する相続人をいう。以下この項において同じ。）が、

当該滅失をした旧家屋（同条第２項に規定する旧家屋をいう。以

下この項において同じ。）の敷地の用に供されていた土地等の譲

渡をした場合（当該譲渡の時までの期間当該土地等を当該相続人

の居住の用に供する家屋の敷地の用に供していない場合に限

る。）における当該土地等（当該土地等のうちにその居住の用に

供することができなくなつた時の直前において旧家屋に居住して

いた者以外の者が所有していた部分があるときは、当該土地等の

うち当該部分以外の部分に係るものに限る。以下この項において

同じ。）の譲渡については、当該相続人は、当該旧家屋を当該被

相続人がその取得をした日として令附則第２７条の２第２項に規定

する日から引き続き所有していたものと、当該直前において当該

旧家屋の敷地の用に供されていた土地等を所有していたものとそ

れぞれみなして、前項の規定により読み替えられた附則第７条の

４又は附則第１２条から附則第１５条までの規定を適用する。

３ 前２項の規定は、これらの規定の適用を受けようとする年度分

の法第４５条の２第１項又は第３項の規定による申告書（その提出

期限後において県民税の納税通知書が送達される時までに提出さ

れたもの及びその時までに提出された法第４５条の３第１項の確定

申告書を含む。）に、これらの規定の適用を受けようとする旨の

記載があるとき（これらの申告書にその記載がないことについて

やむを得ない理由があると市町長が認めるときを含む。）に限

り、適用する。

（狩猟税の税率の特例）

第２７条 平成２０年４月１日から平成２８年３月３１日までの間に受ける

狩猟者の登録であつて次に掲げる登録のいずれかに該当するもの

に係る狩猟税の税率は、第６２条第１項の規定にかかわらず、同項

に規定する税率に２分の１を乗じた税率とする。

� 対象鳥獣捕獲員（鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止

のための特別措置に関する法律（平成１９年法律第１３４号）第９

条第６項の規定により読み替えられた鳥獣の保護及び狩猟の適

正化に関する法律第５６条に規定する対象鳥獣捕獲員をいう。次

の譲渡（震災特例法第１１条の４第６項に規定する

譲渡をいう。 ）をした場合には、附則第７条

の４第１項中「法附則第５条の４第１項」とあるのは「法附則第

４４条の２第１項の規定により読み替えて適用される法附則第５条

の４第１項」と、附則第１２条第１項中「第３項まで」とあるのは

「第３項まで（法附則第４４条の２第１項の規定により適用される

場合を含む。）」と、附則第１３条第３項中「第３７条の９の５まで

」とあるのは「第３７条の９の５まで

（震災特例法第１１条の６第１項の規定により適用される場合を含

む。）

」と、附則第１４条中「租税特別措置法第３１条の３第１

項」とあるのは「震災特例法第１１条の６第１項の規定により適用

される租税特別措置法第３１条の３第１項」と、附則第１５条第１項

中「第４項」とあるのは「第４項（法附則第４４条の２第１項の規

定により適用される場合を含む。）」として、附則第７条の４又

は附則第１２条から附則第１５条までの規定を適用する。

２ 前項 の規定は、同項 の規定の適用を受けようとする年度分

の法第４５条の２第１項又は第３項の規定による申告書（その提出

期限後において県民税の納税通知書が送達される時までに提出さ

れたもの及びその時までに提出された法第４５条の３第１項の確定

申告書を含む。）に、前項 の規定の適用を受けようとする旨の

記載があるとき（これらの申告書にその記載がないことについて

やむを得ない理由があると市町長が認めるときを含む。）に限

り、適用する。

（狩猟税の税率の特例）

第２７条 平成２０年４月１日から平成２５年３月３１日までの間に受ける

狩猟者の登録であつて次に掲げる登録のいずれかに該当するもの

に係る狩猟税の税率は、第６２条第１項の規定にかかわらず、同項

に規定する税率に２分の１を乗じた税率とする。

� 対象鳥獣捕獲員（鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止

のための特別措置に関する法律（平成１９年法律第１３４号）第９

条第５項の規定により読み替えられた鳥獣の保護及び狩猟の適

正化に関する法律第５６条に規定する対象鳥獣捕獲員をいう。次
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附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

� 附則第４条の３の改正規定、附則第７条の５の次に１条を加える改正規定並びに附則第７条の６、第１３条第３項及び第１６条の６の改

正規定並びに次項及び附則第４項の規定 平成２６年１月１日

� 附則第５条第１項第３号、第７条の４第１項及び第７条の４の２第１項の改正規定、同条に１項を加える改正規定、附則第７条の４

の３第２項の改正規定並びに同条に１項を加える改正規定並びに附則第３項の規定 平成２７年１月１日

� 第１２条第１項、第１７条の５、第１７条の６第１項、第１７条の７、第１７条の８第１項及び第３３条の３の改正規定並びに附則第５項から第

７項までの規定 平成２８年１月１日

� 附則第７条の５、第９条の２、第１６条及び第１６条の２の改正規定並びに附則第８項の規定 平成２９年１月１日

（県民税に関する経過措置）

２ 前項第１号及び第２号に掲げる規定による改正後の愛媛県県税賦課徴収条例（以下「新条例」という。）附則第４条の３、第７条の５

の２及び第７条の６の規定は、平成２６年度以後の年度分の個人の県民税について適用し、平成２５年度分までの個人の県民税については、

なお従前の例による。

３ 新条例附則第５条第１項第３号の規定は、平成２７年度以後の年度分の個人の県民税について適用し、平成２６年度分までの個人の県民税

については、なお従前の例による。

４ 新条例附則第１６条の６第２項の規定は、県民税の納税義務者が平成２５年１月１日以後に行う同項に規定する土地等の譲渡について適用

する。

５ 附則第１項第３号に掲げる規定による改正後の愛媛県県税賦課徴収条例（以下「２８年新条例」という。）の規定中地方税法の一部を改

正する法律（平成２５年法律第３号）第２条の規定による改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「新法」という。）第２３条第１項

第１４号に規定する利子等に係る県民税に関する部分は、平成２８年１月１日以後に支払を受けるべき同号に規定する利子等について適用し、

同日前に支払を受けるべき地方税法の一部を改正する法律第２条の規定による改正前の地方税法（以下「旧法」という。）第２３条第１項

第１４号に規定する利子等については、なお従前の例による。

６ ２８年新条例の規定中新法第２３条第１項第１５号に規定する特定配当等に係る県民税に関する部分は、平成２８年１月１日以後に支払を受け

るべき同号に規定する特定配当等について適用し、同日前に支払を受けるべき旧法第２３条第１項第１５号に規定する特定配当等については、

なお従前の例による。

７ ２８年新条例の規定中新法第２３条第１項第１７号に規定する特定株式等譲渡所得金額に係る県民税に関する部分は、平成２８年１月１日以後

に行われる同項第１６号に規定する特定口座内保管上場株式等の譲渡について適用し、同日前に行われた附則第１項第３号に掲げる規定に

よる改正前の愛媛県県税賦課徴収条例第１２条第１項第７号に規定する特定口座内保管上場株式等の譲渡については、なお従前の例による。

８ 附則第１項第４号に掲げる規定による改正後の愛媛県県税賦課徴収条例の規定中個人の県民税に関する部分は、平成２９年度以後の年度

分の個人の県民税について適用し、平成２８年度分までの個人の県民税については、なお従前の例による。

�愛媛県条例第３３号
愛媛県過疎地域における県税の特別措置に関する条例等の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年７月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県過疎地域における県税の特別措置に関する条例等の一部を改正する条例

（愛媛県過疎地域における県税の特別措置に関する条例の一部改正）

第１条 愛媛県過疎地域における県税の特別措置に関する条例（昭和４５年愛媛県条例第１６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

号において同じ。）に係る狩猟者の登録

� 省略

号において同じ。）に係る狩猟者の登録

� 省略

改 正 後 改 正 前

（事業税の特別措置）

第２条 過疎地域内において、過疎地域自立促進特別措置法第２条

第２項の規定による公示の日（以下「公示日」という。）から平

成２７年３月３１日までの期間（以下「指定期間」という。）内に、

過疎地域自立促進特別措置法第３１条の地方税の課税免除又は不均

一課税に伴う措置が適用される場合等を定める省令（平成１２年自

治省令第２０号）第１条第１号イに規定する特別償却設備（以下

（事業税の特別措置）

第２条 過疎地域内において、過疎地域自立促進特別措置法第２条

第２項の規定による公示の日（以下「公示日」という。）から平

成２５年３月３１日までの期間（以下「指定期間」という。）内に、

過疎地域自立促進特別措置法第３１条の地方税の課税免除又は不均

一課税に伴う措置が適用される場合等を定める省令（平成１２年自

治省令第２０号）第１条第１号イに規定する特別償却設備（以下
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（愛媛県半島振興対策実施地域における県税の特別措置に関する条例の一部改正）

第２条 愛媛県半島振興対策実施地域における県税の特別措置に関する条例（昭和６２年愛媛県条例第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県原子力発電施設等立地地域における県税の特別措置に関する条例の一部改正）

第３条 愛媛県原子力発電施設等立地地域における県税の特別措置に関する条例（平成１４年愛媛県条例第４７号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

「特別償却設備」という。）を新設し、又は増設した者に対して

課する事業税の課税標準の算定については、当該特別償却設備を

事業の用に供した日の属する年又は事業年度以後の各年又は各事

業年度の所得から次の各号の区分により計算した額を控除する。

�・� 省略

２・３ 省略

「特別償却設備」という。）を新設し、又は増設した者に対して

課する事業税の課税標準の算定については、当該特別償却設備を

事業の用に供した日の属する年又は事業年度以後の各年又は各事

業年度の所得から次の各号の区分により計算した額を控除する。

�・� 省略

２・３ 省略

改 正 後 改 正 前

（事業税の不均一課税）

第２条 半島振興対策実施地域の区域内において、半島振興法第２

条第４項の規定による公示の日（その日が昭和６１年６月２７日前で

ある場合には、同日。以下「公示日」という。）から平成２７年３

月３１日までの期間（以下「指定期間」という。）内に、半島振興

法第１７条の地方税の不均一課税に伴う措置が適用される場合等を

定める省令（平成７年自治省令第１６号）第１条第１号に規定する

特別償却設備（以下「特別償却設備」という。）を新設し、又は

増設した者に課する事業税で、次の第１号から第３号までに掲げ

る年又は事業年度に係る所得金額のうち当該新設し、又は増設し

た特別償却設備に係るものとして次の第４号又は第５号の区分に

より計算した額に対して課するものの税率は、愛媛県県税賦課徴

収条例（昭和２５年愛媛県条例第２１号）第１８条の２、第１８条の４及

び附則第１９条の規定にかかわらず、これらの規定に規定する税率

に次の第１号から第３号までに掲げる年又は事業年度の区分に応

じそれぞれ次の第１号から第３号までに定める率を乗じて得た率

とする。

�～� 省略

２ 省略

附 則

（不動産取得税の不均一課税の特例）

２ 平成１８年４月１日から平成２７年３月３１日までの間に第３条に規

定する土地の取得が行われた場合における同条の規定の適用につ

いては、同条中「第１９条の２」とあるのは「第１９条の２及び附則

第２０条」と、「１００分の０．４」とあるのは「１００分の０．３」とする。

（事業税の不均一課税）

第２条 半島振興対策実施地域の区域内において、半島振興法第２

条第４項の規定による公示の日（その日が昭和６１年６月２７日前で

ある場合には、同日。以下「公示日」という。）から平成２５年３

月３１日までの期間（以下「指定期間」という。）内に、半島振興

法第１７条の地方税の不均一課税に伴う措置が適用される場合等を

定める省令（平成７年自治省令第１６号）第１条第１号に規定する

特別償却設備（以下「特別償却設備」という。）を新設し、又は

増設した者に課する事業税で、次の第１号から第３号までに掲げ

る年又は事業年度に係る所得金額のうち当該新設し、又は増設し

た特別償却設備に係るものとして次の第４号又は第５号の区分に

より計算した額に対して課するものの税率は、愛媛県県税賦課徴

収条例（昭和２５年愛媛県条例第２１号）第１８条の２、第１８条の４及

び附則第１９条の規定にかかわらず、これらの規定に規定する税率

に次の第１号から第３号までに掲げる年又は事業年度の区分に応

じそれぞれ次の第１号から第３号までに定める率を乗じて得た率

とする。

�～� 省略

２ 省略

附 則

（不動産取得税の不均一課税の特例）

２ 平成１８年４月１日から平成２５年３月３１日までの間に第３条に規

定する土地の取得が行われた場合における同条の規定の適用につ

いては、同条中「第１９条の２」とあるのは「第１９条の２及び附則

第２０条」と、「１００分の０．４」とあるのは「１００分の０．３」とする。

改 正 後 改 正 前

（事業税の不均一課税）

第２条 原子力発電施設等立地地域の区域内において、原子力発電

施設等立地地域の振興に関する特別措置法第３条第３項の規定に

よる公示の日（以下「公示日」という。）から平成２７年３月３１日

までの期間（以下「指定期間」という。）内に、原子力発電施設

等立地地域の振興に関する特別措置法第１０条の地方税の不均一課

税に伴う措置が適用される場合等を定める省令（平成１３年総務省

令第５４号）第１条第１項第１号に規定する製造業等の用に供する

設備で、これを構成する減価償却資産のうちに同条第２項に規定

（事業税の不均一課税）

第２条 原子力発電施設等立地地域の区域内において、原子力発電

施設等立地地域の振興に関する特別措置法第３条第３項の規定に

よる公示の日（以下「公示日」という。）から平成２５年３月３１日

までの期間（以下「指定期間」という。）内に、原子力発電施設

等立地地域の振興に関する特別措置法第１０条の地方税の不均一課

税に伴う措置が適用される場合等を定める省令（平成１３年総務省

令第５４号）第１条第１項第１号に規定する製造業等の用に供する

設備で、これを構成する減価償却資産のうちに同条第２項に規定
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（愛媛県企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化のための県税の特別措置に関する条例の一部改正）

第４条 愛媛県企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化のための県税の特別措置に関する条例（平成２０年愛媛県条

例第４５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（適用期日）

２ 第１条の規定による改正後の愛媛県過疎地域における県税の特別措置に関する条例の規定、第２条の規定による改正後の愛媛県半島振

興対策実施地域における県税の特別措置に関する条例の規定、第３条の規定による改正後の愛媛県原子力発電施設等立地地域における県

税の特別措置に関する条例の規定及び第４条の規定による改正後の愛媛県企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性

化のための県税の特別措置に関する条例の規定は、平成２５年４月１日から適用する。

（申告期限の特例）

３ 第１条の規定による改正後の愛媛県過疎地域における県税の特別措置に関する条例第５条の規定、第２条の規定による改正後の愛媛県

半島振興対策実施地域における県税の特別措置に関する条例第４条の規定、第３条の規定による改正後の愛媛県原子力発電施設等立地地

する対象設備（以下「対象設備」という。）を含むものを新設

し、又は増設した者に課する事業税で、次に掲げる年又は事業年

度に係る所得金額のうち次項の規定により当該新設し、又は増設

した設備に係るものとして計算した額に対して課するものの税率

は、愛媛県県税賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条例第２１号）第１８

条の２、第１８条の４及び附則第１９条の規定にかかわらず、これら

の規定に規定する税率に次の各号に掲げる年又は事業年度の区分

に応じ当該各号に定める率を乗じて得た率とする。

�～� 省略

２～４ 省略

附 則

（不動産取得税の不均一課税の特例）

２ 平成１８年４月１日から平成２７年３月３１日までの間に第３条に規

定する土地の取得が行われた場合における同条の規定の適用につ

いては、同条中「第１９条の２」とあるのは「第１９条の２及び附則

第２０条」と、「１００分の０．４」とあるのは「１００分の０．３」とする。

する対象設備（以下「対象設備」という。）を含むものを新設

し、又は増設した者に課する事業税で、次に掲げる年又は事業年

度に係る所得金額のうち次項の規定により当該新設し、又は増設

した設備に係るものとして計算した額に対して課するものの税率

は、愛媛県県税賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条例第２１号）第１８

条の２、第１８条の４及び附則第１９条の規定にかかわらず、これら

の規定に規定する税率に次の各号に掲げる年又は事業年度の区分

に応じ当該各号に定める率を乗じて得た率とする。

�～� 省略

２～４ 省略

附 則

（不動産取得税の不均一課税の特例）

２ 平成１８年４月１日から平成２５年３月３１日までの間に第３条に規

定する土地の取得が行われた場合における同条の規定の適用につ

いては、同条中「第１９条の２」とあるのは「第１９条の２及び附則

第２０条」と、「１００分の０．４」とあるのは「１００分の０．３」とする。

改 正 後 改 正 前

（不動産取得税の課税免除）

第２条 同意集積区域内において、企業立地の促進等による地域に

おける産業集積の形成及び活性化に関する法律第５条第１項に規

定する基本計画の同条第５項の規定による同意（当該同意が平成

２６年３月３１日までに行われたものに限る。）の日から起算して５

年内に、同法第１５条第２項に規定する承認企業立地計画に従って

同法第９条第１項に規定する特定事業のための施設のうち企業立

地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関す

る法律第２０条の地方公共団体等を定める省令（平成１９年総務省令

第９４号）第３条に規定する対象施設の用に供する家屋（当該施設

の用に供する部分に限るものとし、事務所等に係るものを除

く。）又はその敷地である土地の取得（当該同意の日以後の取得

に限り、かつ、土地の取得については、その取得の日の翌日から

起算して１年以内に当該土地を敷地とする当該家屋の建設の着手

があった場合における当該土地の取得に限る。）をした事業者

（同法第５条第２項第６号に規定する指定集積業種であって同省

令第４条各号に定めるものに属する事業を行う者に限る。）に対

しては、当該不動産の取得に対する不動産取得税を課税しない。

（不動産取得税の課税免除）

第２条 同意集積区域内において、企業立地の促進等による地域に

おける産業集積の形成及び活性化に関する法律第５条第１項に規

定する基本計画の同条第５項の規定による同意（当該同意が平成

２５年３月３１日までに行われたものに限る。）の日から起算して５

年内に、同法第１５条第２項に規定する承認企業立地計画に従って

同法第９条第１項に規定する特定事業のための施設のうち企業立

地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関す

る法律第２０条の地方公共団体等を定める省令（平成１９年総務省令

第９４号）第３条に規定する対象施設の用に供する家屋（当該施設

の用に供する部分に限るものとし、事務所等に係るものを除

く。）又はその敷地である土地の取得（当該同意の日以後の取得

に限り、かつ、土地の取得については、その取得の日の翌日から

起算して１年以内に当該土地を敷地とする当該家屋の建設の着手

があった場合における当該土地の取得に限る。）をした事業者

（同法第５条第２項第６号に規定する指定集積業種であって同省

令第４条各号に定めるものに属する事業を行う者に限る。）に対

しては、当該不動産の取得に対する不動産取得税を課税しない。
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域における県税の特別措置に関する条例第４条の規定又は第４条の規定による改正後の愛媛県企業立地の促進等による地域における産業

集積の形成及び活性化のための県税の特別措置に関する条例第３条の規定による申告期限が、この条例の施行の日から起算して２０日を経

過する日までに到来するものにあっては、これらの規定にかかわらず、同日を申告期限とする。

�愛媛県条例第３４号
愛媛県離島振興対策実施地域における県税の特別措置に関する条例を次のように公布する。

平成２５年７月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県離島振興対策実施地域における県税の特別措置に関する条例

（趣旨）

第１条 離島振興法（昭和２８年法律第７２号）第２条第１項の規定により離島振興対策実施地域として指定された地域（以下「離島振興対策

実施地域」という。）における県税の特別措置については、この条例の定めるところによる。

（事業税の課税免除）

第２条 離島振興対策実施地域内において、離島振興法第２条第２項の規定による公示の日（その日が平成２５年４月１日前である場合には、

同日。以下「公示日」という。）から平成２７年３月３１日までの期間（以下「指定期間」という。）内に、租税特別措置法（昭和３２年法律

第２６号）第１２条第３項の表の第２号又は第４５条第２項の表の第２号の規定の適用を受ける設備（離島振興法第２０条の地方税の課税免除又

は不均一課税に伴う措置が適用される場合等を定める省令（平成５年自治省令第１号）第２条第１号イに規定する特別償却設備に限る。

以下「特別償却設備」という。）を新設し、又は増設した者に対して課する事業税の課税標準の算定については、当該特別償却設備を事

業の用に供した日の属する年又は事業年度以後の各年又は各事業年度の所得から、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める算式に

よって計算した額を控除する。

� その行う主たる事業が電気供給業、ガス供給業又は倉庫業である法人

当該特別償却設備に係る固定資産の価額
県内の事業税の課税標準とすべき

当該事業年度の所得
×県内の事務所又は事業所の固定資産の価額（主たる事業が電気供給業又はガス供給業である

法人にあっては、当該固定資産の価額のうち製造事業用の設備に係る固定資産の価額）

� 個人及び前号の法人以外の法人

県内の事業税の課税標準とすべき
×
当該特別償却設備に係る従業者数

当該年又は当該事業年度の所得 県内の事務所又は事業所の従業者数

２ 前項の規定の適用期間は、当該特別償却設備に係る事業税について同項の規定が最初に適用された年度以降３箇年度とする。

３ 鉄道事業又は軌道事業（以下「鉄軌道事業」という。）とこれらの事業以外の事業を併せて行う法人については、当該鉄軌道事業以外

の事業に係る部分について第１項の規定を適用する。

４ 第１項の固定資産の価額若しくは従業者の数又は前項の鉄軌道事業以外の事業に係る部分の所得は、地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第７２条の４８第４項から第６項まで、第９項及び第１０項又は第７２条の５４第２項の規定の例により算定するものとする。

第３条 離島振興対策実施地域内において畜産業、水産業又は薪炭製造業を行う個人でその者又はその同居の親族の労力によってこれらの

事業を行った日数の合計がこれらの事業の当該年における延べ労働日数の３分の１を超え、かつ、２分の１以下であるものに対しては、

公示日の属する年以後の各年の当該事業の所得を課税標準とする事業税を課税しない。

２ 前項の規定の適用期間は、同項に規定する事業に係る事業税について同項の規定が最初に適用された年度以降５箇年度とする。

（不動産取得税の課税免除）

第４条 離島振興対策実施地域内において指定期間内に新設し、又は増設された特別償却設備である家屋及びその敷地である土地の取得

（公示日以後の取得に限り、かつ、土地の取得については、その取得の日の翌日から起算して１年以内に当該土地を敷地とする当該家屋

の建設の着手があった場合における当該土地の取得に限る。）をした者に対しては、当該不動産の取得に対する不動産取得税を課税しな

い。

（申告）

第５条 この条例の規定の適用を受けようとする者は、事業税又は不動産取得税に関する申告期限までに、知事が定める事項を記載した申

告書を知事に提出しなければならない。

（委任）

第６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

（施行期日等）

１ この条例は、公布の日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。

（申告期限の特例）

２ 第５条の規定による申告期限が、この条例の施行の日から起算して２０日を経過する日までに到来するものにあっては、同条の規定にか

かわらず、同日を申告期限とする。

（愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例の一部改正）
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３ 愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例（平成１９年愛媛県条例第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�愛媛県条例第３５号
愛媛県海岸漂着物地域対策推進基金条例を次のように公布する。

平成２５年７月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県海岸漂着物地域対策推進基金条例

（設置）

第１条 海岸漂着物等の回収及び処理並びに発生の抑制を図るために要する経費の財源に充てるため、海岸漂着物地域対策推進基金（以下

「基金」という。）を設置する。

（積立て）

第２条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算（以下「予算」という。）で定める額とする。

（管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなければならない。

（運用益金の処理）

第４条 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上して、基金に編入する。

（処分）

第５条 基金は、第１条の目的を達成するための事業に要する経費に充てるため、その全部又は一部を処分することができる。

（繰替運用）

第６条 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替

えて運用することができる。

（委任）

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

１ この条例は、公布の日から施行する。

２ この条例は、平成２７年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日までに実施された第１条の目的を達成するための事業に係る精算

については、この条例の規定は、同年５月３１日（同日までに当該精算が完了した場合にあっては、当該精算が完了した日）までの間は、

なおその効力を有する。

�愛媛県条例第３６号
災害派遣手当の支給に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年７月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

災害派遣手当の支給に関する条例の一部を改正する条例

災害派遣手当の支給に関する条例（昭和３８年愛媛県条例第２８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（他の県税特別措置条例との関係）

第４条 前条の規定及び愛媛県過疎地域における県税の特別措置に

関する条例（昭和４５年愛媛県条例第１６号）、愛媛県半島振興対策

実施地域における県税の特別措置に関する条例（昭和６２年愛媛県

条例第５号）、愛媛県原子力発電施設等立地地域における県税の

特別措置に関する条例（平成１４年愛媛県条例第４７号）又は愛媛県

離島振興対策実施地域における県税の特別措置に関する条例（平

成２５年愛媛県条例第３４号）（以下「県税特別措置条例」と総称す

る。）の規定の適用を受ける法人又は個人に課する事業税の額

は、同条の規定にかかわらず、第１号の規定により算定した金額

から第２号の規定により算定した金額を控除して得た金額とす

る。

�・� 省略

（他の県税特別措置条例との関係）

第４条 前条の規定及び愛媛県過疎地域における県税の特別措置に

関する条例（昭和４５年愛媛県条例第１６号）、愛媛県半島振興対策

実施地域における県税の特別措置に関する条例（昭和６２年愛媛県

条例第５号）又は愛媛県原子力発電施設等立地地域における県税

の特別措置に関する条例（平成１４年愛媛県条例第４７号）

（以下「県税特別措置条例」と総称す

る。）の規定の適用を受ける法人又は個人に課する事業税の額

は、同条の規定にかかわらず、第１号の規定により算定した金額

から第２号の規定により算定した金額を控除して得た金額とす

る。

�・� 省略
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附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第３７号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年７月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行条例の一部を改正する条例

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行条例（平成１８年愛媛県条例第２０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第３８号
愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年７月１２日

改 正 後 改 正 前

（災害派遣手当の支給）

第１条 災害対策基本法（昭和３６年法律 第２２３号）第３２条 第１項

（武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律

（平成１６年法律第１１２号）第１５４条及び新型インフルエンザ等対策

特別措置法（平成２４年法律第３１号）第４４条において準用する場合

を含む。）に規定する職員（以下「派遣職員」という。）に対

し、この条例の定めるところにより災害派遣手当（武力攻撃災害

等派遣手当及び新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当を含む。

以下同じ。）を支給する。

（災害派遣手当の額）

第２条 災害派遣手当の額は、派遣職員が愛媛県の区域内に滞在す

ることを要する期間について、災害対策基本法施行令（昭和３７年

政令第２８８号）第１９条（武力攻撃事態等における国民の保護のた

めの措置に関する法律施行令（平成１６年政令第２７５号）第３８条及

び新型インフルエンザ等対策特別措置法施行令（平成２５年政令第

１２２号）第１０条の規定によりその例によることとされる場合を含

む。）の規定に基づき総務大臣が定めた基準による額とする。

（災害派遣手当の支給）

第１条 災害対策基本法（昭和３６年法律 第２２３号）第３２条 第１項

（武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律

（平成１６年法律第１１２号）第１５４条

において準用する場合

を含む。）に規定する職員（以下「派遣職員」という。）に対

し、この条例の定めるところにより災害派遣手当（武力攻撃災害

等派遣手当 を含む。

以下同じ。）を支給する。

（災害派遣手当の額）

第２条 災害派遣手当の額は、派遣職員が愛媛県の区域内に滞在す

ることを要する期間について、災害対策基本法施行令（昭和３７年

政令第２８８号）第１９条（武力攻撃事態等における国民の保護のた

めの措置に関する法律施行令（平成１６年政令第２７５号）第３８条

の規定によりその例によることとされる場合を含

む。）の規定に基づき総務大臣が定めた基準による額とする。

改 正 後 改 正 前

（過料）

第９条 次の各号のいずれかに該当する者は、１０万円以下の過料に

処する。

� 正当な理由なしに、 精神通院医療に係る自立支

援給付に関して法第９条第１項の規定による報告若しくは物件

の提出若しくは提示をせず、若しくは虚偽の報告若しくは虚偽

の物件の提出若しくは提示をし、又は同項の規定による当該職

員の質問に対して、答弁せず、若しくは虚偽の答弁をした者

� 正当な理由なしに、 精神通院医療に係る自立支

援給付に関して法第１０条第１項の規定による報告若しくは物件

の提出若しくは提示をせず、若しくは虚偽の報告若しくは虚偽

の物件の提出若しくは提示をし、又は同項の規定による当該職

員の質問に対して、答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、若し

くは同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者

（過料）

第９条 次の各号のいずれかに該当する者は、１０万円以下の過料に

処する。

� 正当な理由なしに、育成医療又は精神通院医療に係る自立支

援給付に関して法第９条第１項の規定による報告若しくは物件

の提出若しくは提示をせず、若しくは虚偽の報告若しくは虚偽

の物件の提出若しくは提示をし、又は同項の規定による当該職

員の質問に対して、答弁せず、若しくは虚偽の答弁をした者

� 正当な理由なしに、育成医療又は精神通院医療に係る自立支

援給付に関して法第１０条第１項の規定による報告若しくは物件

の提出若しくは提示をせず、若しくは虚偽の報告若しくは虚偽

の物件の提出若しくは提示をし、又は同項の規定による当該職

員の質問に対して、答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、若し

くは同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者

愛 媛 県 報平成２５年７月１２日 第２４８６号外１

１５



愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例（平成１３年愛媛県条例第１２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（負傷動物の収容後の措置等）

第１０条 知事は、法第３５条第１項本文（同条第３項において準用す

る場合を含む。次項において同じ。）の規定により犬若しくは猫

を引き取った場合において当該犬若しくは猫 が疾病にかか

り、若しくは負傷しているとき、又は法第３６条第２項の規定によ

り犬、猫等 の動物を収容したときは、必要に応じて治療の措置

を講ずるものとする。

２ 知事は、法第３５条第１項本文の規定により引き取り、又は法第

３６条第２項の規定により収容した犬、猫等 の動物が前項の措置

を講じてもなお状態の回復等の見込みがないと認めるときは、同

項及び次条の規定にかかわらず、当該犬、猫等 の動物を処分す

ることができる。

（公示及び処分）

第１１条 知事は、法第３５条第３項において準用する同条第１項本文

の規定により犬若しくは猫 を引き取ったとき、又は法第３６条第

２項の規定により犬、猫等 の動物を収容したときは、その旨を

規則で定めるところにより、２日間公示するものとする。

２ 法第３５条第３項において準用する同条第１項本文の規定により

引き取られた犬若しくは猫 又は法第３６条第２項の規定により収

容された犬、猫等 の動物の所有者又は占有者は、前項の公示期

間満了後１日以内に、当該犬、猫等 の動物を引き取らなければ

ならない。

３ 知事は、前項の期間内に所有者又は占有者が当該犬、猫等 の

動物を引き取らないときは、これを処分することができる。ただ

し、やむを得ない理由により、同項の期間内に引き取ることがで

きない所有者又は占有者が、その旨及び相当の期間内に引き取る

べき旨を申し出たときは、その申し出た期間が経過するまでは、

処分することができない。

（譲渡）

第１２条 知事は、法第３５条第１項本文の規定により引き取った犬若

しくは猫 又は前条の規定により処分することができることとな

った犬、猫等 の動物を、その飼養を希望する者で適正に飼養す

ることができると認めるもの（実験等の用に供することを目的と

する者を除く。）に譲渡することができる。

（準用）

第１４条 第１１条の規定は、前条第２項又は第３項の規定により特定

動物等又は野犬等を収容した場合について準用する。この場合に

おいて、第１１条の見出し中「公示」とあるのは「公示等」と、同

条第１項中「その旨を」とあるのは「所有者又は占有者の知れて

いるものについてはその所有者又は占有者にこれを引き取るべき

旨を通知し、所有者又は占有者の知れていないものについてはそ

の旨を、」と、同条第２項中「法第３５条第３項において準用する

同条第１項本文の規定により引き取られた犬若しくは猫 又は法

第３６条第２項の規定により収容された犬、猫等 の動物」とある

のは「前条第２項又は第３項の規定により収容された特定動物等

又は野犬等」と、「前項の」とあるのは「前項の通知が到着した

後又は同項の」と、「当該犬、猫等 の動物」とあるのは「当該

（負傷動物の収容後の措置等）

第１０条 知事は、法第３５条第１項（同条第２項 において準用す

る場合を含む。次項において同じ。）の規定により犬若しくはね

こを引き取った場合において当該犬若しくはねこが疾病にかか

り、若しくは負傷しているとき、又は法第３６条第２項の規定によ

り犬、ねこ等の動物を収容したときは、必要に応じて治療の措置

を講ずるものとする。

２ 知事は、法第３５条第１項 の規定により引き取り、又は法第

３６条第２項の規定により収容した犬、ねこ等の動物が前項の措置

を講じてもなお状態の回復等の見込みがないと認めるときは、同

項及び次条の規定にかかわらず、当該犬、ねこ等の動物を処分す

ることができる。

（公示及び処分）

第１１条 知事は、法第３５条第２項において準用する同条第１項

の規定により犬若しくはねこを引き取ったとき、又は法第３６条第

２項の規定により犬、ねこ等の動物を収容したときは、その旨を

規則で定めるところにより、２日間公示するものとする。

２ 法第３５条第２項において準用する同条第１項 の規定により

引き取られた犬若しくはねこ又は法第３６条第２項の規定により収

容された犬、ねこ等の動物の所有者又は占有者は、前項の公示期

間満了後１日以内に、当該犬、ねこ等の動物を引き取らなければ

ならない。

３ 知事は、前項の期間内に所有者又は占有者が当該犬、ねこ等の

動物を引き取らないときは、これを処分することができる。ただ

し、やむを得ない理由により、同項の期間内に引き取ることがで

きない所有者又は占有者が、その旨及び相当の期間内に引き取る

べき旨を申し出たときは、その申し出た期間が経過するまでは、

処分することができない。

（譲渡）

第１２条 知事は、法第３５条第１項 の規定により引き取った犬若

しくはねこ又は前条の規定により処分することができることとな

った犬、ねこ等の動物を、その飼養を希望する者で適正に飼養す

ることができると認めるもの（実験等の用に供することを目的と

する者を除く。）に譲渡することができる。

（準用）

第１４条 第１１条の規定は、前条第２項又は第３項の規定により特定

動物等又は野犬等を収容した場合について準用する。この場合に

おいて、第１１条の見出し中「公示」とあるのは「公示等」と、同

条第１項中「その旨を」とあるのは「所有者又は占有者の知れて

いるものについてはその所有者又は占有者にこれを引き取るべき

旨を通知し、所有者又は占有者の知れていないものについてはそ

の旨を、」と、同条第２項中「法第３５条第２項において準用する

同条第１項 の規定により引き取られた犬若しくはねこ又は法

第３６条第２項の規定により収容された犬、ねこ等の動物」とある

のは「前条第２項又は第３項の規定により収容された特定動物等

又は野犬等」と、「前項の」とあるのは「前項の通知が到着した

後又は同項の」と、「当該犬、ねこ等の動物」とあるのは「当該
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附 則

この条例は、平成２５年９月１日から施行する。

�愛媛県条例第３９号
愛媛県安心こども基金条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年７月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県安心こども基金条例の一部を改正する条例

愛媛県安心こども基金条例（平成２１年愛媛県条例第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

特定動物等又は野犬等」と、同条第３項中「犬、猫等 の動物」

とあるのは「特定動物等又は野犬等」と読み替えるものとする。

（動物愛護管理員）

第２０条 法第３４条第１項の規定に基づき、法第２４条第１項（法第２４

条の４において読み替えて準用する場合を含む。）又は法第３３条

第１項の規定による立入検査、前条第１項の規定による立入調査

等その他の動物の愛護及び管理に関する事務を行わせるため、動

物愛護管理員を置く。

（市町が処理する事務）

第２２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１７の２第１

項の規定に基づき、次に掲げる事務は、保健所を設置する市が処

理することとする。

�・� 省略

� 法第２５条第３項の規定に基づく命令及び勧告に関する事務

２ 地方自治法第２５２条の１７の２第１項の規定に基づき、法第３５条

第１項及び第２項（同条第１項本文及び第２項の規定を同条第３

項において準用する場合を含む。）の規定に基づく犬又は猫 の

引取り及び当該犬又は猫 の知事への引渡しに関する事務（この

条例の施行のための規則に基づく事務を含む。）は、市町（松山

市を除く。）が処理することとする。

別表（第２１条関係）

特定動物等又は野犬等」と、同条第３項中「犬、ねこ等の動物」

とあるのは「特定動物等又は野犬等」と読み替えるものとする。

（動物愛護管理員）

第２０条 法第３４条第１項の規定に基づき、法第２４条第１項

又は法第３３条

第１項の規定による立入検査、前条第１項の規定による立入調査

等その他の動物の愛護及び管理に関する事務を行わせるため、動

物愛護管理員を置く。

（市町が処理する事務）

第２２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１７の２第１

項の規定に基づき、次に掲げる事務は、保健所を設置する市が処

理することとする。

�・� 省略

２ 地方自治法第２５２条の１７の２第１項の規定に基づき、法第３５条

第１項（同条第２項

において準用する場合を含む。）の規定に基づく犬又はねこの

引取り及び当該犬又はねこの知事への引渡しに関する事務（この

条例の施行のための規則に基づく事務を含む。）は、市町（松山

市を除く。）が処理することとする。

別表（第２１条関係）

１ 法第１０条第１項の規定に基づく第一種動物

取扱業の登録の申請に対する審査

省略 １ 法第１０条第１項の規定に基づく動物取扱業

の登録の申請に対する審査

省略

２ 法第１０条第１項の規定に基づく第一種動物

取扱業の登録に関する登録証の再交付

省略 ２ 法第１０条第１項の規定に基づく動物取扱業

の登録に関する登録証の再交付

省略

３ 法第１３条第１項の規定に基づく第一種動物

取扱業の更新の登録の申請に対する審査

省略 ３ 法第１３条第１項の規定に基づく動物取扱業

の更新の登録の申請に対する審査

省略

４～７ 省略 ４～７ 省略

８ 法第３５条第１項本文の規定に基づく犬又は

猫 の引取り

省略 ８ 法第３５条第１項 の規定に基づく犬又は

ねこの引取り

省略

９ 省略 ９ 省略

改 正 後 改 正 前

附 則

２ この条例は、平成３０年３月３１日限り、その効力を失う。ただ

し、同日までに実施された第１条の目的を達成するための事業に

係る精算については、この条例の規定は、同年６月３０日（同日ま

でに当該精算が完了した場合にあっては、当該精算が完了した

日）までの間は、なおその効力を有する。

附 則

２ この条例は、平成２７年３月３１日限り、その効力を失う。ただ

し、同日までに実施された第１条の目的を達成するための事業に

係る精算については、この条例の規定は、同年６月３０日（同日ま

でに当該精算が完了した場合にあっては、当該精算が完了した

日）までの間は、なおその効力を有する。
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附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第４０号
愛媛県警察職員定数条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年７月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県警察職員定数条例の一部を改正する条例

愛媛県警察職員定数条例（昭和３３年愛媛県条例第３９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

改 正 後 改 正 前

（職員の定数）

第２条 警察職員の定数は、次のとおりとする。

警 視 １００人

警 部 ２０４人

� 警察官

�
�
�
�
��
�
�
�
��

警部補及び巡査部長 １，４００人

巡 査 ７３２人

計 ２，４３６人

� 省略

計 ２，８５１人

２ 省略

（職員の定数）

第２条 警察職員の定数は、次のとおりとする。

警 視 ９９人

警 部 ２０４人

� 警察官

�
�
�
�
��
�
�
�
��

警部補及び巡査部長 １，３９４人

巡 査 ７３０人

計 ２，４２７人

� 省略

計 ２，８４２人

２ 省略

平成２５年７月１２日 発行
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